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公調委令和３年（ゲ）第７号 京都市における大気汚染による財産被害原因裁定嘱

託事件 

裁      定 

  

（当事者省略） 

主      文 

原告運営に係る京都市○○所在の介護施設「ａ」南側敷地内の庭園に

植栽されたヤエザクラ等１０種１２本の樹木群が、平成２９年５月１４

日頃以降枯れたのは、同日に被告らが上記施設に隣接する農地で除草剤

を散布してこれを大気中に排出したことによるものであるとは認められ

ない。 

事 実 及 び 理 由  

第１ 嘱託事項 

  原告運営に係る京都市○○所在の介護施設「ａ」南側敷地内の庭園に植栽され

たヤエザクラ等１０種１２本の樹木群が、平成２９年５月１４日頃以降枯れたの

は、同日に被告らが上記施設に隣接する農地で除草剤を散布してこれを大気中に

排出したことによるものであるか。 

第２ 事案の概要 

１ 原告は、平成３０年（ワ）第●号事件被告ｂｂ（以下「被告ｂ」という。）

及び令和２年（ワ）第●号事件被告ｃｃ（以下「被告ｃ」という。）が、原告

がその肩書住所地で運営する介護施設「ａ」（以下「本件施設」という。）に

隣接する農地（以下「本件農地」という。）で、平成２９年５月１４日に除草

剤であるｄ（以下「本件除草剤」という。）の希釈液を散布したことで、本件

施設の南側に位置する庭園（以下「本件庭園」という。）の樹木が枯れたと主

張して、損害賠償を求める訴訟（平成３０年（ワ）第●号（以下「第１事件」

という。）、令和２年（ワ）第●号（以下「第２事件」という。））を京都地
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方裁判所（以下「受訴裁判所」という。）に提起した。 

原告は、上記訴訟及び本件裁定手続において、本件庭園内の樹木が枯れたの

は被告らによる本件除草剤の希釈液の散布が原因であり、その根拠として、①

本件除草剤の希釈液の散布時に本件農地の方向から本件庭園の方向（北東から

南西）に強風が吹いていて、本件農地で白い霧・煙状になった本件除草剤の希

釈液が本件庭園の方に流れた旨を目撃した近隣住民がいる、②被告ｂはマスク

をして背中に本件除草剤の希釈液入りの容器を背負い、２ｍ程のホースを使っ

て本件農地へ向けて散布していたが、被告ｃは動力噴霧機を用いて、トラック

に積載したタンク（本件除草剤の希釈液が入っているもの）に直接ホースを取

り付けて本件農地に向けて大量に散布していた、③本件除草剤の取扱説明書に

おける希釈倍率の最大値は「１００倍」であるところ、本件除草剤の１００倍

希釈液を利用して実験木（マツ、モミジ、サツキ）に１０分間、２回散布する

実験をしたところ、いずれの実験木も枯れた、④本件庭園では多種類の樹木が

枯れたところ、多種類の樹木に同時期に害を及ぼす共通の病気や害虫の存在は

考えられないのに対し、本件除草剤は非選択性除草剤である、等の主張をして

いる。 

これに対し、被告らは、①本件除草剤の希釈液の散布時に、原告が主張する

ような風向の強風は吹いていなかった（風向きは南南西であり、風速は最大で

も４．９ｍ／秒程度であった。）、②被告ｃによる散布の態様も被告ｂと同様

の方法であり、２５リットルタンクを取り付けた背負い式動力噴霧器の先に飛

散防止カバーの付いた飛散防止ノズルを取り付けて、地面から１５㎝程度の位

置で散布していたのであり、本件除草剤の希釈液が大量に飛散する方法ではな

かった、③被告らは本件除草剤の原液をいつものとおり１２５倍に希釈してい

たし、原告が行ったという実験の散布態様は、被告らによる本件除草剤の希釈

液の散布態様と異なる、④本件除草剤の希釈液は、被告らが本件除草剤を散布

していた場所から最低でも１０ｍ以上離れた本件庭園まで到達せず、さらに本
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件庭園の生け垣等が遮蔽物になることから、本件庭園の内部の樹木に到達する

ことはない、等と反論している。 

２ 本件は、受訴裁判所から公害等調整委員会に対し、令和３年５月１１日、本

件庭園内の樹木群の枯れ現象と被告らによる除草剤の散布行為との間の因果関

係の存否について、公害紛争処理法第４２条の３２第１項に基づく原因裁定の

嘱託がなされたものである。 

第３ 当裁定委員会の判断 

 １ 認定事実（掲記する証拠又は審問の全趣旨により認められる。） 

 (1) 位置関係及び本件除草剤の希釈液の散布前の本件庭園の状況 

本件施設の南側に設置された本件庭園には、マキ、ダイスギ、ウメ、アカ

マツ、モミジ、トガ、クロマツ等の複数の種類の樹木が植栽されており（甲

１８、１９、乙７）、本件農地は、本件庭園の東側に所在しており、本件庭

園の方が本件農地よりも相対的に標高が高い（甲３、８、９、審問の全趣

旨）。本件庭園と本件農地との間には、小川が流れている（乙６、７）。本

件庭園の東側（本件農地側）には、大きく枝を茂らせたヤエザクラの木（以

下「本件ヤエザクラ」という。被告ｂの平成３０年１０月２５日付け準備書

面によれば高さ６ｍ。なお、原告は原告準備書面(5)で「八重桜」の高さを

１０ｍと主張しているが、原告も枯れ損害を主張する樹木は乙７に撮影され

た樹木であることを明らかにし（原告準備書面(3)３頁）、最終的に枯れ現

象が生じていると主張する木と乙７号証の樹木との対応関係を明らかにした

ことから（原告準備書面(9)）、樹木の高さについては被告の主張を採用す

る。）が植栽されていて、その付近には生け垣がある（甲３、甲１８、審問

の全趣旨）。 

    被告らによる本件除草剤の希釈液散布前の時期である平成２９年４月９日

に撮影された写真において、本件ヤエザクラは満開であり、本件庭園の東側

（本件農地側）の生け垣は緑色の葉を付けていた（甲４（写真４枚目））。
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また、それ以外の樹木（マツ等）にも葉が変色する等の異変は見られなかっ

た（甲４）。 

 (2) 本件除草剤の希釈液の散布 

 被告らは、平成２９年５月１４日午後１時頃から、本件農地において、本

件除草剤の希釈液を散布した。この際、被告らは荷物を運んできた２トント

ラックを本件農地の東側の駐車場に駐車し（乙３２（１頁）、乙２４）、被

告ｂは本件農地の南側（畑が三段あるうちの一番下の段）で、被告ｃは本件

農地の北側（畑が三段あるうちの一番上の段）で本件除草剤の希釈液の散布

をした（乙３２（６頁））。被告らは、本件除草剤の原液２００ミリリット

ルを、２５リットルタンクに入れ、その後同タンクに水を一杯に入れた（本

件除草剤が１２５倍に希釈された）。その上で、同タンクを取り付けた背負

い式動力噴霧機（乙１４）を背負い、円すい型の飛散防止カバー付きノズル

（乙１１、１２）に e 社製の△△チップを付けて（乙１３）、斜め下に向け

て、本件除草剤の希釈液を散布した（乙２６、乙３２（６頁）、審問の全趣

旨）。 

 もっとも、近隣住民であるｆ及びｇが、除草剤を散布することについて被

告ｂに苦情を申し入れたことから、被告らは本件除草剤の希釈液の散布を中

止し、ｆ及びｇに対し、事前に報告することなく除草剤を散布したこと等に

ついて謝罪した（乙３２（６～８頁）、甲２５（６頁）、甲２６（４頁））。 

 なお、京都地方気象台は本件庭園から△ｋｍ程度離れているところ（乙１

８）、この日の京都地方気象台の風向・風速は、１３時が南南西で４．９ｍ

／秒、１４時が南南西で３．７ｍ／秒であった（乙１）。 

 (3) 本件庭園の樹木の枯れ現象 

 ｇは、被告らが本件除草剤の希釈液を散布した後、数日以内に、原告代表

者に対し、被告らが本件農地で除草剤を散布したことを伝えた（甲２５（２

３、２４頁））。その後、原告代表者は、本件庭園内の樹木が枯れてきたこ
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とに気付き、毎年７月に行っている本件庭園内の樹木の剪定作業の際、おか

しいと思い、被告らに電話で連絡をした（甲２１（２頁））。 

 平成２９年７月２７日に本件庭園内を撮影した写真においては、本件ヤエ

ザクラを含め、本件庭園内の複数の樹木の葉に茶色に変色した部分が見られ

た（甲５）。 

 (4) 原告と被告ｂとの枯れ状況の確認 

    原告と被告ｂは、平成２９年９月１４日、本件庭園内で原告代表者が枯れ

たと指摘する樹木の位置を特定し、写真を撮影した（乙７、審問の全趣旨）。

その際に原告代表者が枯れていると主張した樹木の位置及び具体的な損傷箇

所は、別紙「平成２９年９月１４日時点で枯れていた樹木及び損傷箇所の図」

に記載のとおりである（審問の全趣旨）。 

  (5) 原告による訴えの提起 

    原告は、平成３０年２月１６日、受訴裁判所に対し、被告ｂを被告として、

植替え工事の費用相当額等の賠償を求め、第１事件の訴えを提起した。また、

令和２年５月１２日、受訴裁判所に対し、被告ｃを被告として、同じく植替

え工事の費用相当額等の賠償を求め、第２事件の訴えを提起した（顕著な事

実）。 

 (6) 原因裁定嘱託 

    受訴裁判所は、令和３年５月１１日、公害等調整委員会に対し、本件庭園

内の樹木群の枯れ現象と被告らによる除草剤の散布行為との間の因果関係の

存否について、原因裁定嘱託をした（顕著な事実）。 

 (7) 専門委員の選任及び意見書についての意見聴取 

    公害等調整委員会は、本件につき裁定委員会を構成し、裁定委員会は、公

益財団法人日本植物調節剤研究協会事務局の信頼性保証部長の村岡哲郎（以

下「村岡専門委員」という。）を本件の専門委員として選任することについ

て、原告と被告らの意見を聴取し、双方から異議がないことを確認した上で、
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村岡専門委員を専門委員に任命した。村岡専門委員は、本件庭園内の樹木の

枯れ現象が被告らによる本件除草剤の希釈液の散布によるものと考えられる

かについての意見書（職１、以下「本件意見書」という。）を執筆したこと

から、裁定委員会は令和４年１月２４日１６時から行われた本件の第１回審

問期日において、本件意見書に対する原告と被告らの意見を聴いた上で、公

害紛争処理法第４２条の１６第３項に基づき、本件意見書を職１号証として

取り調べた（顕著な事実）。 

 ２ 以上を踏まえ、本件嘱託事項について検討する。 

(1) 村岡専門委員の本件意見書の内容 

村岡専門委員は、本件意見書（職１）において、当事者双方から提出され

た証拠を踏まえ、以下のように述べている。 

①被告らは背負い式動力噴霧機（乙２６）を使用する際、飛散防止カバー

付きノズル（乙１２）に e 社製の△△チップ（乙１３）を取り付けて使用し

て、本件除草剤の希釈液を散布したと主張しているところ、カバー付きノズ

ルを使用した散布方法は、本件除草剤のような非選択性除草剤（ほぼ全ての

種類の植物を枯らすタイプの除草剤）を散布する際に、周辺植物への飛散薬

害を防ぐために一般的に使用されている方法であり、カバー付きノズルを使

用して散布することで１ｍ以内に生育している水稲や野菜などを枯らすこと

なく足下の雑草を枯らすことが可能となる。 

②除草剤は殺虫剤や殺菌剤と違い、植物に対する薬害が強いものであるた

め、飛散被害を防ぐため△△チップのような飛散軽減ノズルを使用するのが

一般的である。本件で行われた人力散布より飛散しやすいとされているトラ

クター散布における実態調査でも、△△チップを用いた場合は、風速２．５

ｍ／秒以下の条件下では、散布区域の端から１０ｍ離れた地点には散布され

る薬液の０．１％以下しか到達しない。 

③本件除草剤の使用基準は、一年生雑草用が２００～５００ｍＬ／１０ａ、
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多年生雑草用が５００～１０００ｍＬ／１０ａ、雑潅
ざ っ か ん

木用が１０００～２

０００ｍＬ／１０ａとなっている。一般に、一年生雑草より多年生雑草の方

が、多年生雑草より雑潅木（樹木）の方が枯れにくいためである。また、希

釈水量はいずれも２５～１００Ｌ／１０ａの幅が認められている。本件除草

剤の１２５倍液（１年生雑草用の薬量４００ｍＬ／１０ａ、希釈水量５０Ｌ

に相当）が通常散布量の０．１～数％の割合で樹木に散布されたとしても完

全枯死に至るとは考えられない。農家がカバー付きノズルなどの一般的な飛

散防止対策を行っていれば、本件のように散布区域から１０ｍ以上離れた地

点における樹木が完全に枯れてしまうような薬害事故が発生することはほと

んどないものと考えられる。 

④農薬飛散対策技術マニュアル（農林水産省 平成２２年）には、飛散を

防ぐ方法として遮蔽植物の利用が示されている。本件庭園の東端（本件農地

側）に本件ヤエザクラがあり、被告らによる本件除草剤の希釈液の散布が行

われた平成２９年５月中旬頃には、本件農地と本件庭園との間を遮蔽するよ

うに葉を茂らせていたと考えられる。また本件ヤエザクラの下には常緑の生

け垣がある。このため地面から本件ヤエザクラの高さの範囲においては、仮

に本件農地側から本件除草剤の希釈液が飛散しても、それが西側の本件庭園

内へと通過することはほとんどないと考えられる。それにもかかわらず、本

件ヤエザクラのすぐ西側にある樹高３ｍのマキ（乙７の「植１２」のマキは

被告ｂの平成３０年１０月２５日付け準備書面によれば樹高３ｍである。）

や樹高１ｍ未満のツバキ（乙７の「植２０、２１」のツバキは同被告の同日

付け準備書面によれば樹高８０㎝である。）などの低木にも明らかな黄化や

枯れ症状が認められ、本件庭園中央部にある樹高２ｍ程度のクロマツ（乙７

の「植７」のクロマツは被告ｂの同日付け準備書面によれば樹高２ｍであ

る。）も完全枯死に至っている。上記の理由により、これらの樹木が枯れる

ほどの薬液が本件農地側から本件ヤエザクラとその下の生け垣の遮蔽を抜け
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て到達したとは考えにくく、本件農地における本件除草剤の希釈液の散布が

これらの樹木の枯れの原因となった可能性は極めて低い。また、樹木の南側

が変色したり枯れたりしているものもあり、原告が主張している北東からの

風による本件農地からの飛散薬害とは考えにくい（仮にそうであれば樹木の

北東側が枯れやすいはずである。）。 

⑤近隣住民のｇが、被告らが本件除草剤の希釈液を散布している際に広範

囲に霧が見えたと供述していることについては、背負い式動力噴霧機の動カ

エンジンの燃料として使用しているオイル入りガソリンのオイルが燃えて出

る白い煙を薬液の霧と見間違えた可能性がある。またｇは被告らが除草剤を

散布しているときに嫌な臭いがして洗濯物に２回洗っても取れないような異

臭が付いたと供述していることについても、本件除草剤自体にはほとんど臭

いはなく、その有効成分のグリホサートカリウム塩は極めて水溶性が高いの

で水で２回洗えばほとんど残存しないが、一方で背負い式動力噴霧機のエン

ジンから出る煙の臭いは散布作業者にとっても気になるものであり、ｇがこ

の煙の臭いを嫌な臭いと感じた可能性がある。 

⑥本件庭園内の樹木の枯れ方を見ると、本件除草剤の成分であるグリホサ

ートによる薬害の可能性も考えられるが、以上述べたところからすれば、被

告らによる本件除草剤の希釈液の散布が本件庭園内の樹木の枯れの原因であ

る可能性は極めて低い。 

(2) 村岡専門委員の本件意見書の検討 

以上のとおり、村岡専門委員の本件意見書は、その前提となる事実の認識

において客観的、実証的であり、結論に至る論理過程も合理的であって信用

性は高いというべきである。本件意見書によれば、本件庭園内に植栽された

ヤエザクラ等１０種１２本の樹木群に、平成２９年５月１４日以降枯れ現象

が生じたのは、同日に被告らが本件農地で本件除草剤の希釈液を散布してこ

れを大気中に排出したことによるものであるとは認められない。 
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(3) 原告の意見 

これに対し、原告は、以下のように意見を述べている。 

①本件意見書も本件庭園内の樹木群が枯れた原因は本件除草剤の成分によ

る薬害の可能性も考えられるとしているところ、本件庭園の周辺にある住宅

街から薬剤が飛来してくるはずがない。枯れ現象が発生した時期と被告らが

本件庭園に隣接する本件農地で本件除草剤の希釈液を散布した時期は一致し

ており、他原因は考えられない（以下「原告の意見①」という。）。 

②被告らが本件農地に乗車してきたトラックには大型薬剤タンクと動力噴

霧機が積まれていたと考えられ、被告ｃはそこからホースとノズルを伸ばし

て散布しているはずである。被告ｂが除草剤の散布を謝罪しに来た際、原告

が依頼している造園業者にその旨の発言をしていた（甲２０）。また、被告

らが本件除草剤を１２５倍まで希釈したとは考えにくいし、配合を誤り高濃

度の希釈液を散布した可能性もある。また、本件農地の所在する地域は「谷

間地形」であり、気流の乱れにより本件除草剤が想定外の方向に移動したこ

とが十分にあり得る（以下「原告の意見②」という。）。 

③本件意見書は、本件除草剤の使用基準に関し、草より樹木の方が枯れに

くいとの前提で意見を述べているが、そのような前提の根拠が不明である。

植物の再生力の違い、樹齢、発根状況、常緑か落葉か等の様々な要因による

影響もあるはずである。また、本件意見書は、本件庭園内部の樹木が枯れる

ほどの薬液が本件農地側から本件ヤエザクラと生け垣の遮蔽を抜けて到達し

たとは考えにくいとするが、実際には被告らによる除草剤の散布後に生け垣

のほぼ全てが一度落葉して枯れかけ、その後再生したにすぎない（以下「原

告の意見③」という。）。 

(4) 原告の意見に対する検討 

ア 原告の意見①について 

   そこで検討するに、原告は平成２９年５月１４日の被告らによる本件除
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草剤の希釈液の散布後、１週間後からサクラの葉っぱが少しずつ枯れかけ、

本件庭園の手入れを依頼していた造園業者に報告し、また、同年７月の剪

定作業の際に２本のマツの葉っぱが枯れかけていたのに気付いたと主張し、

原告代表者の陳述書にも同趣旨の記載がある（甲２１（２頁））。 

一方、原告代表者が被告ｂに本件庭園内の樹木の枯れについて申告した

のは同月であり、また、本件庭園内の樹木に葉の変色、落葉等の変化が生

じていることが客観的に記録されているのは同月２７日撮影の写真（甲５）

が最初である。さらに、原告は第１事件の訴状では、本件庭園内の樹木が

被告らによる散布の２～３日後、時期を同じくして枯れ始めたと主張して

いたのであるから、つまるところ本件庭園内の樹木が、被告らによる本件

除草剤の散布の後、どの程度の期間で枯れ始めたのか明らかではない。 

また、原告は他原因が不存在だと主張するが、他原因は論理的には様々

考えられるのであって、一概に原告主張のようにはいえないというべきで

ある。 

イ 原告の意見②について 

次に、原告の意見②について検討するに、原告は第１事件の訴状では、

被告らが二人とも「マスクして背中に薬剤入りと思われる容器を背負い、

２ｍ程のホースで、農地へ向けて散布するという方法で」本件除草剤の希

釈液を散布していたと主張していたにもかかわらず、第２事件の訴状では、

被告ｃが、トラックに積載された除草剤が入った白っぽいタンクから動力

噴霧器を用いて本件除草剤の希釈液を散布したと主張を変更した。 

しかしながら、タンクに除草剤を入れた場合、成分が残って別の用途で

使用した際に意図せず植物を枯らすおそれがあるからそのようなことはし

ないという被告ｂの供述は合理的であり（乙３２（３頁））、また、本件

農地に本件除草剤の希釈液を散布した際、被告ｃはマスクはしていたが、

それ以上に特段の防護装備をしておらず（乙３３（１３頁））、被告らは
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二人だけで作業をしており補助者がいなかったことも考え合わせると（甲

２５（５頁）、乙３２（１３頁））、原告の主張する態様で本件除草剤の

希釈液を散布したとは考えにくい（なお、受訴裁判所も除草剤の散布の態

様につき、基本的に被告らの主張を採用している（令和３年３月２９日付

け事務連絡））。 

その他の点に関する原告の主張は憶測を述べるにすぎず、また、本件意

見書によれば本件除草剤の希釈水量には２５～１００Ｌ／１０ａの幅が認

められていること、さらに前記１⑵認定の当日の京都地方気象台の風向・

風速からすれば、いかに本件施設が盆地に所在する（甲２）としても、散

布時にカバー付きノズル等の一般的な飛散防止対策を行っていれば、散布

地域から１０ｍ以上離れた地点において樹木が枯れることは考えにくいと

いう本件意見書の見解（前記２⑴③）が覆されるほどの著しい強風が吹い

ていたとは考えにくいことからすると、希釈濃度や当時の気流に関する原

告の主張は採用することができない。 

   ウ 原告の意見③について 

次に原告の意見③につき検討するに、本件意見書（職１）のとおり、ｄ

の使用基準において、一年生雑草用が２００ｍＬ～５００ｍＬ／１０ａ、

多年生雑草用が５００ｍＬ～１０００ｍＬ／１０ａ、雑潅木用が１０００

ｍＬ～２０００ｍＬ／１０ａとされているところであり、草より樹木の方

がより多くの容量を要することは、メーカーも前提にしているところであ

る。また、村岡専門委員は、被告らによる本件除草剤の希釈液の散布後に

本件農地の西側の生け垣が落葉して枯れかけたか否かを問題にしているの

ではなく、散布の際に本件農地と本件庭園との間には本件ヤエザクラや生

け垣があったことから、それらの間をすり抜けて本件庭園内部の樹木が枯

れるとは考えにくいと述べているのであり、原告の主張は当を得ていない。 

エ 小括 
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  以上のとおり、原告の本件意見書に対する意見は、いずれも本件意見書

の信用性を覆すに足りない。 

 (5) その他の主張 

   原告は、本件除草剤の１００倍希釈液を作り、噴霧器を用いて３ｍ程度離

れた場所から実験木（マツ、モミジ、サツキ）に１０分間・２回（合計２０

分間）散布する実験を行ったところ、モミジは遅くとも１週間後に、マツ及

びサツキについても１か月以内に全て枯れたと主張し、その旨の報告書を提

出する（甲１０、１１）。しかしながら、原告の行った実験における散布の

態様は被告らによる本件除草剤の希釈液の散布の態様と全く異なり、これを

もって被告らによる本件除草剤の希釈液の散布と本件庭園内の樹木の枯れ現

象との間の因果関係を基礎付けることはできない。    

 ３ 結論 

 以上のとおり、村岡専門委員の意見書によれば、本件庭園内の樹木群の枯れ

現象と被告らによる除草剤の散布行為との間の因果関係を認めることはできず、

同意見書を覆すに足りる証拠はない。また、他に、これを肯定するに足りる的

確な証拠もない。 

よって、本件嘱託事項について、上記因果関係は認めることはできないので、

主文のとおり裁定する。 
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